
交付決定日

※補助金の経理処理は、通常の商取引や商習慣とは異なる場合もありますのでご注意下さい。

※事業開始は交付決定以降でお願いします。各伝票類の日付は全て交付決定日以降であることをご確認下さい。

事象 提出書類 内容 備考・留意点

仕様書 カタログコピー・パンフレットなど。または特別仕様の物について
は、図面など必要なスペック等について、内部で検討した痕跡。
仕様検討を行った会議議事録、フィールドノートなど。

試作物、設備投資の内容と購入物を検討
した経緯が存在していることを証明する必
要がある。

※発行先（納入業者）との間で交わされる書類には押印が必須です。

見積依頼書

※「機械装置費」「外注加工費」「委託費」の場合は必須
購入希望物品を業者へ見積依頼した形跡を書面で残す。書式
は各社自由。宛先、発信日時、担当者、見積もり希望品の型
式、仕様が明記してあること。

２０万円未満（税抜き）の場合は１社の見
積もり。
２０万円（税抜き）以上の場合は、３社以上
の見積もりを必要とする。

その業者でなければならない理由が存在
する場合は、業者選定理由書を添付する
が、同時に設計図などを含む仕様書があ
ることが望まれる。

↓

見積書 金額２０万円（税抜き）以上の場合は、３社の合見積り。やむを
得ない理由がある時は「業者選定理由書」を添付。

↓

（内部稟議） 高額商品で社内稟議手続きがなされた場合。

検収書がない場合は、納品書への日付記入と確認者の押印を
する。または、受領書への日付記入と押印したものの写し。補
助事業者の押印がある検収書控え等。

取得日は原則検収日が望ましい。

↓

↓

交付決定日以降であること。また、見積書
の日付が交付決定日以降であり、有効期
限内であること。

↓

注文請書

契約書

注文書
又は売買契約書

注文書をFAXまたはPDFで送る場合は、原本を保管する。注文
書を郵送した場合は、控えを保管。

注文請書等が無い場合、注文書（注文書控）に「先方担当者及
び相手先が注文を受諾した時の状態など」（例：電話での確認）
を記載する。（手書き可）

※「外注加工費」「委託費」の場合、書面による契約が必須

↓

発注した痕跡と、業者側が受諾した痕跡
が必要である。
注文書と契約書の両方がある場合は、両
方を保管する。

包括契約されるなど既に契約書がある場
合は、その契約書でもよい。

納品書と同じ型番、数量であり、見積書の金額と同等であるこ
と。振込先口座番号が記してあること。

見積書と違う金額の場合は、理由を業者
側に記入してもらう。

↓

支払い
（振込）

支払いは銀行振込。振込手数料は補助事業者負担。
相殺、手形、手形の裏書、ファクタリング
（債権譲渡）などの支払いは行わない。補
助事業物件以外の支払いとの混合払い
は行わない。↓

請求書

原材料・機械装置・外注加工品は、現品にも管理番号を記載し
たプレート等を添付する（テプラ等可）

取得財産管理
台帳（様式第７）

振込手数料を代金から引いて支払った場
合、相当額については補助金を支払わな
い。

通帳（写し） 補助事業者から支払われた事を確認。
補助事業以外の部分は目隠し（黒塗り）で
よい。監査時、原本を確認。

振込明細 振込金受取書、インターネットバンキングの場合は振込証明書
を印刷し保管。

費目別支出明細書にある管理番号と同じ
番号を各伝票類に記入する（手書き可）。

単価５０万円（税抜き）以上の機械装置・工具器具、無形財産権
（知的財産権等）、試作開発の成果、その他の財産を取得して
いる場合は作成する。

預金の出納（流れ）を確認。 本補助事業分のみの記載。

購入した物品名、購入先、支払日、金額を管理番号別に記入す
る。
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【関係書類保管一覧表】

注文請書またはメール等の確認文書。
売買契約書の場合は、双方の押印と日付（交付決定日以降）が
記載されているものが有効。
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注文時と同じ型番、数量の納品書であること。また、納品時の
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機械装置の場合は、設置前、設置後の様
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